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はじめに 

 
カンボジアは世界の貿易・投資市場の中で、より競争力を高めるべく進化を続けて

いる。先進国からは一般特恵関税制度（関税の優遇）の適用を受けていることもあ

り、各国と幅広く貿易が行われている。また、投資規制が少ないため、外国からの

投資を受けやすい環境である。一方で、現在、上場企業は 4 社にとどまっているこ

とから、カンボジア政府は、より上場条件のゆるやかな新興市場として「Growth 
Board」の新設を発表した。当該市場への上場は、資本金額基準がメイン市場よりも

低減されているほか、上場前の監査期間も１年間で良いとされている。しかしなが

ら、当該市場へ上場を検討している企業についての報道はあるものの、上場実績は

ない。 
 
このような状況を踏まえ、現在のカンボジアについて、データを交えながら解説し

ていく。 
 
１．人口 
2015 年に実施された国勢調査によると、カンボジアの総人口は約 1,560 万人であ

る。最大の都市である首都プノンペン市の人口は約 150 万人で、人口密度は 1 平方

キロメートル当たり 87 人となっている。1960 年のカンボジアの総人口は約 570 万人

となっており、この 50 年余りの間に、カンボジアの人口は約 1 千万人増加している

ことがわかる。また、若年層が多く、2016 年推計値でカンボジアの平均年齢は 25.6
歳となっている。 
 

 
 
２．対外資産負債残高 
2016 年上半期末の対外純負債残高は 387,400 億リエル（96 億 8500 万米ドル相当）

で、前年同期比約 12.6%増となる。対外資産は 764,780 億リエル（191 億 1950 万米ド

ル相当）で、同 2.8%増となる。対外資産の主な増加理由は、準備資産の増加が

18,070 億リエル（4 億 5175 万米ドル相当・8.2%）増、その他外国投資が 2,110 億リ

エル（5275 万米ドル相当・0.4%）増、外国直接投資が 460 億リエル（1150 万米ド

ル・2.0%）増などである。 
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３．経済状況 
2004 年から 2007 年までの 4 年間において、カンボジアは 10%を超える高い経済成長

率を記録した。米国のサブプライムローン問題に端を発した世界同時不況の影響を

受け、2009 年には成長率が 0.1%まで落ち込んだものの、翌年の 2010 年には 6.1%に

まで回復し、2011 年以降は安定して 7%前後の成長率を維持している。 
 
 

カンボジア経済成長率と産業別貢献度 
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経済・財政省の 2016 年前期（1 月～6 月）の公式統計データから、2016 年度のカン

ボジア経済は 2015 年度と同様に 7%前後の成長率を維持すると推定されている。中

身を見てみると、農業は去年より気象条件が良好だったため 0.5%増となったが、そ

の一方で、サービス業の成長率は、不動産、貿易及び観光の減少により、6.7％にと

どまり、昨年より成長が鈍化している。また、建設業も軟化したが、製造業は最大

の成長エンジンとして機能し続けており、この分野の成長率は約 11.4%で、引き続

き強い成長を続けている。この製造業の高成長で農業やサービス業の低成長を補完

し、カンボジア経済は今後も 7%前後の高い成長率を維持できると考えられている。 
 
こうした見通しがある一方で、リスク要因として、いまだに残る汚職問題、海外か

らの多額の借款、外国投資に依存している点などが挙げられる。 これらのリスクへ

の対応は容易ではないが、国内での言論の活発化、汚職撲滅への取組、また、国内

産業の振興、徴税システムの整備による公正な収税と分配などに継続して取り組む

ことが必要である。 
 
終わりに 
カンボジアは近年継続して経済成長を続けている。若年層が豊富であるといったプ

ラス要因がある一方で、対外債務の大きさが今後の課題となっている。高成長を継

続するために、国により、法律やインフラといった環境整備が進められていくと考

えられており、今後も本レポートを通じて報告をしていく。 
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